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目的　自殺未遂者には自殺企図再発のリスクが高いが，適切な支援を提供すればこのリスクを下げ
られる。そのためには警察・消防・救急医療機関・精神医療・地域保健福祉等の連携が重要で
ある。連携体制の検討にあたり，自殺未遂が多発する季節・曜日・時間帯を知るために，119
番通報があった自傷例の性・年齢階級別発生数，自傷行為手段と重症度の関連，季節・曜日・
時間帯と自傷例発生数との関連を検討した。

方法　大分市で2018～2020年に発生した自傷例の資料を消防局から入手し，集計分析した。
結果　通報があった自傷例は同じ期間の自殺死亡者の2.4倍で，その 1割は死亡しており，他方 3

分の 1は搬送されず受診していなかった。未遂例には20歳代女性が多かった。不搬送未遂例に
は死亡例・重症事例と同様に致命率の高い自傷手段がみられ，かつ月曜の発生が多かった。こ
れ以外は未遂例の発生に季節性や曜日による差が小さく，深夜の発生は少なかった。

結論　不搬送未遂例には救急搬送の必要がなくても，生きる上で深刻な問題を抱え「死ぬ意図」が
強かった事例が含まれる可能性があるので，救急隊と地域保健福祉行政との連携の必要がな
かったか検討する必要がある。地域保健福祉行政から退院前の未遂者に接触して支援を始める
とすれば，多発日を想定する必要はないが休日の対応体制が課題であり，救急医療機関や転院
先と地域保健福祉行政との連携手順をはじめ，消防・警察・搬送先医療機関・地域保健福祉行
政・精神科医療機関等が連携して未遂者を支援する体制を構築する必要がある。そのために，
自殺企図に至る背景，精神科受療歴，搬送先での在院日数，退院後の転帰等について，医療機
関ベースでの情報収集も必要である。

キーワード　自殺未遂，救急搬送，救急医療機関，重症度，自傷手段，地域保健福祉

Ⅰ　背景と目的

　自殺未遂者は将来の自殺リスクが高いが1），
三次救急医療機関に搬送された自殺未遂者に適
切な支援を提供すれば自殺企図の再発リスクを
下げられる2）。この支援は精神医学的治療に限
らず多岐にわたり，警察・消防・救急医療機
関・精神医療・地域保健福祉等の連携が重要で
ある3）-7）。救急医療機関と地域保健福祉行政が

連携し，搬送入院患者を保健師等が訪ねて支援
開始する場合，入院先が地域外の事例や夜間休
日の訪問の必要に備え，自殺未遂が多発する季
節・曜日・時間帯などを知ることも必要である。
日本の自殺死亡は，中年男性では月曜に多く，
若年・中年男性は深夜に多く，高齢者や女性は
昼間に多く8），18歳以下では学校の休み明けに
多い9）とされる。だが，自殺未遂者の実態報
告7）10）や発生する季節・曜日・時間帯の検討11）
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は少ない。
　自殺未遂の実態を統計的に知る方法には大別
して，119番通報により救急出動した自傷例
（消防用語では自損だが，本稿では精神医学的
通例に従い自傷と呼ぶ）の調査11）12）と，医療機
関での調査がある。前者からは救急車で搬送さ
れなかった事例（ある地域では医療機関を受診
した未遂者の 3割以上10））について知ることが
できないが，後者でも重要な情報が十分収集さ
れていない事例は少なくないので5），両者を総
合する必要がある。
　本研究では，大分市（人口約47万）で2018～
2020年の 3年間に119番通報があった自傷例に
ついて統計的に分析した。その目的は，①自傷
例の性・年齢階級別発生数と搬送先医療機関の
所在地（市内／市外の別）を知ること，②自傷
行為手段と重症度の関連を知ること，③季節・
曜日・時間帯と自傷例発生数との関連を知るこ
とである。なお2020年後半には全国的に自殺死
亡が増え，特に女性で増えたので13）-16），①では
2020年に自殺未遂者が増加したかどうかも副次
的に検討した。

Ⅱ　方　　　法

　大分市消防局に研究の目的と方法および倫理
上の配慮を文書で説明し，2018年 1 月～2020年
12月の救急活動記録で自傷行為と分類された次
の事例の情報を得た；①救急車による医療機関
搬送時に生存していた搬送未遂例，②診療の必
要がなく搬送されなかった不搬送未遂例，③救
急医療機関に搬送された時点で死亡していた死

亡例。以下，①と②を合わせて未遂例，①と③
を合わせて救急搬送自傷例，三者すべてを合わ
せて自傷例と呼ぶ。得た情報は，連結不可能匿
名化した以下のデータである（同じ人のために
複数回出動があっても別の事例とみなしたが，
当局によればそのような事例はまれだったとい
う）；年月日（これから曜日を求めた），覚知時
間帯（119番通報時間帯を 1時間単位で集計），
性，年齢（10歳階級別），搬送機関所在地（市
内か市外か），初診時重症度（以下，重症度；
死亡， 3週間以上入院加療を要する重症事例，
入院を要するが重症には至らない中等症事例，
入院を要しない軽症事例に分類されている），
自傷行為手段（当局の分類法による）。
　目的に沿って以下の分析を行った。①死亡例，
搬送未遂例，不搬送未遂例の年次別発生数を，
大分市が公表している同一期間の性・年齢階級
別自殺死亡者数と比較した。自傷例の人口10万
当たり発生率（人口は各年の人口動態統計によ
る）を全国統計17）と比較した。②自傷行為手段
と重症度の関連をクロス集計で検討した（全数
調査なので統計検定はせず）。③月別・曜日
別・時間帯別の未遂例の発生数を集計し，曜日
別・時間帯別発生数は重症度別にも集計した。
ただし，例えば月曜未明は当事者にとって日曜
深夜の延長と感じられる可能性も考え， 0～ 4
時台を前日の24～28時とみなして曜日を再分類
し（以下，曜日 2），これによる集計も試みた。
以上は研究者の所属大学の研究倫理安全委員会
の承認を得て実施した（2021年 6 月25日承認，
承認番号21-29）。

Ⅲ　結　　　果

　自傷例495例は同期間の自
殺死亡者の2.4倍で，うち死
亡例は49（9.9％），搬送未遂
例は268（54.1％），不搬送未
遂例は178（36.0％）であっ
た（表1）。未遂例は年々増加
し（2020年には前年比16.6％
増），同地域の自殺死亡者数

表 1　119番通報があった自傷例の発生数の推移
（単位　例，（　）内％）

計 2018年 2019 2020

計 495（100.0） 151（100.0） 158（100.0） 186（100.0）
死亡例 49（  9.9） 19（ 12.6） 13（  8.2） 17（  9.1）
未遂例 446（ 90.1） 132（ 87.4） 145（ 91.8） 169（ 90.9）
　搬送未遂例 268（ 54.1） 80（ 53.0） 89（ 56.3） 99（ 53.2）
　不搬送未遂例 178（ 36.0） 52（ 34.4） 56（ 35.4） 70（ 37.6）
人口10万当たり未遂例数 31.5 33 38.9

全国の人口10万当たり未遂例数 41.1 41.4 43.7
大分市の自殺死亡者 203人 72人 65人 66人
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と比較すると2018年は
1.8倍，2019年は2.2倍，
2020年には2.5倍（通
算2.2倍）であった。
自傷例の人口10万当た
り発生率は，全国に比
べやや低かった。
　 3年間の通算では，
未遂例は女性20歳代が
最多で，ほとんどの年
齢階級で男性より女性
に多く，男性40～60歳
代と女性の全年齢階級
で自殺者数より多かっ
たが，男性の39歳以下
と70歳以上では自殺者
数より少なかった。
2020年の増加幅は，女
性の20歳代・50歳代で大きく，男性30～50歳代
でもやや大きかった（図 1）。
　重症度をみると，重症・中等症は計186例
（自傷例の37.6％）であった（表 2）。搬送先
は市内救急告示病院175（搬送未遂例の65.3％），
それ以外の市内の病院40（同14.9％），市外の
病院53（同19.8％）であった。未遂例の自傷行
為手段は，死亡例や重症事例では縊首が多く墜
落がこれに次ぎ，中等症では薬物が多く，軽症
では刃物が最も多く薬物がこれに次ぎ，不搬送
未遂例では縊首が最も多く刃物がこれに次いだ。

図 １　性・年齢階級別の自殺死亡者と未遂例の発生数
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表 2　自傷行為手段と初診時重症度
（単位　人，（　）内％）

死亡例
（ｎ＝49）

未遂例

搬送未遂例 不搬送
未遂例

（ｎ＝178）
重症

（ｎ＝61）
中等症

（ｎ＝125）
軽症

（ｎ＝82）

縊首 34（69） 22（36） 5（ 4） 2（ 2） 84（47）
ガス 1（ 2） 1（ 2） 1（ 1） 1（ 1） 7（ 4）
薬物 －（ － ） 14（23） 91（73） 31（38） 25（14）
入水 1（ 2） 1（ 2） 3（ 2） －（ － ） 5（ 3）
墜落 12（24） 15（25） 5（ 4） 2（ 2） 7（ 4）
刃物 －（ － ） 4（ 7） 10（ 8） 37（45） 27（15）
他 1（ 2） 4（ 7） 10（ 8） 9（11） 23（13）

図 2　未遂例の月別発生数
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図 3　自傷例の曜日別・重症度別発生数
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　未遂例の月別発生数のパ
ターンは年によって異なり，
一定の傾向はみられなかっ
た（図 2）。日単位でみて
も，特定の日付で毎年 3例
以上発生することはなかっ
た。以上は年齢階級別に，
あるいは搬送未遂例と不搬
送未遂例に分けてみても同
様であった。自傷例の曜日
別発生数を重症度別にみる
と，不搬送未遂例は月曜日
に多い傾向がみられ，曜日 2を用いて集計し直
すと，この傾向はいっそう明瞭であった（図
3）。しかし搬送未遂例で同じ傾向はみられな
かった。最後に時間帯別発生数をみると，自傷
例全体でも未遂例に限っても 1～ 4時台は少な
く， 5～22時台はほぼ一定数発生していた（図
4）。このパターンに重症度による違いはみら
れなかった。

Ⅳ　考　　　察

　自殺未遂者は自殺既遂者の10～20倍いるとい
われてきたが18），今回のデータでは既遂者の
2.0～2.5倍の未遂例が把握された。未遂例の 4
割は，医療機関を受診していないことがわかっ
た。自殺既遂者が男性に多い13）のと異なり，未
遂例には20歳代女性が多かった。以上の結果は
他地域の報告11）12）と一致する。大分市では搬送
未遂例の 2割が市外へ搬送されていたが，この
割合は地域の医療事情によって異なるだろう。
市の地域保健当局にとっては，他地域で自殺未
遂をした同市住民が市内の医療機関へ救急搬送
される数も重要であり，これを知るには医療機
関ベースの調査が別途必要である。
　全国の自殺死亡数は2020年に，女性や子ども
を中心に増加へ転じた13）-16）19）。原因として，パ
ンデミックに関連した孤立，感染不安，対人接
触の減少，就業への影響，DVの増加，有名人
の自殺の報道などが推測されている14）-16）19）。一
方，同じ年に全国では自傷行為による救急出動

件数も前年比4.8％増加した17）。だが大分市の
場合，2020年に自殺死亡数は増加せず，自傷行
為による救急出動件数や未遂例の数は増加して
いたので，自殺死亡数の増減と自殺未遂者数の
増減では要因が異なる可能性が示唆される。自
傷行為による110番通報・救急出動統計を解釈
する上で留意が必要である。
　自傷行為手段をみると，従来も報告されてい
たように20）21），重症例や死亡例では縊首や墜落
のような致命率の高い手段が多く，つまり「死
ぬ意図」が強い事例が多く，既遂例と似た背景
があると推測される。中等症で多かった過量服
薬は，致死性の予測が困難で本人の意図を超え
た深刻な事態を招きやすいので20），「死ぬ意図」
が強かったかどうか判断し難い。軽症では刃物
が多く，リストカット等による自傷を含む可能
性が推測される。自傷とは本来，自殺以外の意
図から非致死性予測をもって，故意かつ直接的
に自分自身の身体に対して非致死的損傷を加え
ることだが21），後の自殺リスクは高いので1），
深刻さを過小評価せず支援する必要がある。一
方，不搬送未遂例の半数が縊首という致命率の
高い手段を用いていた事実は，医療機関の統計
では知られていなかった。この中には，身体的
には救急搬送の必要がなくても，生きる上で深
刻な問題を抱え「死ぬ意図」が強かった事例が
含まれていた可能性がある。その場合，病院や
地域保健福祉等の支援とつながることなく生活
を再開すれば，自殺企図に至った要因は解消さ
れず，将来いっそう致命性の高い手段で再び自

図 4　自傷例の時間帯別発生数
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殺企図して死亡に至るリスクが考えられるの
で4）5），救急隊は救急医療機関搬送以外の支援
（例えば地域保健福祉行政）とも連携を検討す
る必要がある3）4）。なお，こうした不搬送未遂
例が月曜に多かった理由は不明であり，他地域
での検証が望まれる。
　未遂例発生の時間的パターンをみると，季節
性は確認されず，18歳以下の自殺死亡のように
“学校の休み明け前後に多い”9）という現象もみ
られず，曜日・時間帯にも一定のパターンは認
められなかった。よって，地域保健福祉行政が
退院前の未遂者に接触して支援を始めるとすれ
ば，多発日・時間帯を想定する必要はないが，
休日の対応が課題となるだろう。このためには
地域ごとに，搬送未遂例の在院日数をふまえて，
救急医療機関や転院先と地域保健師の連携手順
をシミュレーションする必要がある。
　以上の結果は一地域におけるものであり，結
果が一般化できるとは限らない。また，救急車
を使わずに受診した自殺未遂者は分析に含まれ
ていない（救急車の利用率は都会ほど高いとい
われる）。搬送未遂例の精神科通院歴や搬送後
転院先の検証も今後の課題である。地域ごとに
同様の調査と救急医療機関ベースの調査を合わ
せて実施し，転院・紹介先などを確認した上で，
関係機関の連携促進を図ることが望まれる。例
えば，精神科的治療への導入だけでなく家族等
への支援，生活介入等，包括的な支援3）4）を行
うために，地域保健師等の役割は重要であ
る3）22）23）。自殺未遂者が救命処置後間もなく退
院・転院となる5）より前に，本人や家族等に地
域保健福祉サービスを利用することの意義を説
明する工夫が必要となる2）4）22）23）。

Ⅴ　結　　　論

　大分市で2018～2020年に自傷行為により消防
局が救急出動した事例の統計的分析を行い，以
下のことが明らかになった。①未遂例は同じ期
間の自殺死亡者の2.2倍で，その 4割は受診し
ていなかった。未遂例には20歳代女性が多く，
過去の報告と一致した。2020年に自殺死亡者は

増えなかったが未遂例は増加したので，両者の
増減の理由は異なる可能性がある。②不搬送未
遂例には死亡例・重症事例と同様に致命率の高
い自傷手段がみられ，かつ月曜の発生が多かっ
た。不搬送未遂例には救急搬送の必要がなくて
も，生きる上で深刻な問題を抱え「死ぬ意図」
が強かった事例が含まれていた可能性があるの
で，救急隊と地域保健福祉行政との連携の必要
がなかったか検討する必要がある。③未遂例の
発生に季節性や曜日による差は小さく，深夜の
発生は少なかった。地域保健福祉行政が退院前
の未遂者に接触して支援を始めるとすれば，休
日の対応が課題となるだろう。このために，消
防，警察，搬送先医療機関，地域保健福祉行政，
精神科医療機関等が連携して未遂者を支援でき
る体制を構築していく必要がある。以上のため
には，自殺企図に至る背景，精神科受療歴，搬
送先での在院日数，退院後の転帰等について，
医療機関ベースでの情報収集も必要であろう。
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